
独立行政法人自動車技術総合機構（法人番号　1011105001930）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成２９年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成２９年度における改定内容

役員報酬支給基準は、月額、期末手当及び勤勉手当から構成されている。
月額については、独立行政法人自動車技術総合機構役員給与規程（以下「役

員給与規程」という。）に則り、理事長の本俸（965,000円）に地域手当（193,000円）
及び通勤手当を加算して算出している。期末手当についても、役員給与規程に則
り、役員が受けるべき俸給及び地域手当の月額並びに俸給月額に100分の25の割
合を乗じて得た額並びに俸給及び地域手当の月額に100分の20を乗じて得た額
の合計額に、６月に支給する場合においては100分の62.5、12月に支給する場合
においては100分の77.5を乗じ、かつ、在職期間に応じた割合を乗じて得た額とす
る。勤勉手当の額は、基礎額に、その者の勤務実績に応じ、理事長が定める割合
を乗じ、かつ、在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

平成29年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等に準拠し、
勤勉手当支給率について0.05月分の引き上げを実施した。

役員報酬支給基準及び算出方法は法人の長に記載したものと同じ。
代表理事の本俸は895,000円、理事の本俸は761,000円から818,000円の範囲内

で理事長が決定する額、地域手当の額は121,760円から163,600円としている。
平成29年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等に準拠し、

勤勉手当支給率について0.05月分の引き上げを実施した。

役員報酬支給基準は役員給与規程に則り、非常勤役員手当の月額（240,500

円）のみとしている。

役員報酬支給基準及び算出方法は法人の長に記載したものと同じ。
監事の本俸は706,000円、地域手当の額は141,200円としている。
平成29年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等に準拠し、

勤勉手当支給率について0.05月分の引き上げを実施した。

役員報酬支給基準は役員給与規程に則り、非常勤役員手当の月額（240,500円）
のみとしている。

当法人は、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査に係る確認調査
等の業務を行うほか、自動車の設計から使用段階までを総合的に対応することによるシナジー効果の創
出を通じ、自動車等の陸上交通に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全を図るとともに、国が行
う自動車等の基準策定に係る研究及び国際標準化業務の支援等を行っている。その業務内容が国の
検査・登録業務と密接に関連していること及び業務内容の公共性の高さに鑑み、役員報酬水準につい
て独立行政法人通則法第50条の２第３項の規定の趣旨を踏まえ、当法人の業務実績を考慮し、役員の
職責に応じて国の指定職の俸給水準を参考とした。

○本府省局長年間報酬額・・・17,728,000円（人事院「給与勧告の仕組みと本年の勧告のポイント」にお
ける平成29年度勧告後の報酬額）

勤勉手当について、基礎額に、その者の勤務実績に応じて理事長が定める割合を乗じ、かつ、在
職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。



２　役員の報酬等の支給状況
平成29年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

19,327 11,580 5,382
2,316

50
（地域手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

17,416 10,740 4,850
1718
108

（地域手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

15,618 9,645 4,287
1,543

143
（地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

16,844 9,816 4,562
1,963

47
456

（地域手当）
（通勤手当）

（単身赴任手当）

千円 千円 千円 千円

16,145 9,645 4,413
1,929

159
（地域手当）
（通勤手当） ◇

千円 千円 千円 千円

10,579 6,849 2,251
1,370

109
（地域手当）
（通勤手当） H29.7.1

※
千円 千円 千円 千円

722 722 H29.6.30
※

千円 千円 千円 千円

14,246 8,472 3,937
1,694

142
（地域手当）
（通勤手当） ※

千円 千円 千円 千円

2,886 2,886

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：「地域手当」とは、民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。

B理事

就任・退任の状況
役名

A監事

その他（内容）

法人の長

B監事
（非常勤）

I理事
（非常勤）

C理事

A理事

前職

E理事

D理事



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

理事は、理事長の定めるところにより、理事長を補佐し、自動車の保安基準適合
審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査に係る確認調査等の業務を分担
し、その所管事項に関して職員を指揮監督している。

理事の報酬については、理事長の報酬額と比較衡量したうえで決定されており、
その報酬水準は妥当である。

理事は、理事長の定めるところにより、理事長を補佐し、自動車の保安基準適合
審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査に係る確認調査等の業務を分担
し、その所管事項に関して職員を指揮監督している。

理事の報酬については、理事長の報酬額と比較衡量したうえで決定されており、
その報酬水準は妥当である。

監事は、当法人の業務運営の適正及び効率性並びに会計経理の適正の確保の
ため、監査を行っている。

監事の報酬については、理事長の報酬額と比較衡量したうえで決定されており、
その報酬水準は妥当である。

監事は、当法人の業務運営の適正及び効率性並びに会計経理の適正の確保のた
め、監査を行っている。

監事の報酬については、理事長の報酬額と比較衡量したうえで決定されており、そ
の報酬水準は妥当である。

理事長は、法人の代表として、その業務を総理し、法人経営に関する最終的な責任
と権限を有するものであるが、当法人は、そのリーダーシップの下、中期目標達成に
向け、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査に係
る確認調査等の業務を行っている。
その報酬水準については、国家公務員の指定職俸給表に準拠して定めているととも

に「平成29年度人事院勧告資料（平成29年８月）３役員報酬関係」による民間企業の
役員報酬と比較して概ね同水準以下であることから妥当である。

・本府省局長年間報酬額・・・17,728,000円

当該法人は、自動車が道路運送車両法第46条に規定する保安基準に適合するか
どうかの審査、自動車技術等に関する試験、調査、研究及び開発等を総合的に行う
ことにより、自動車の運送等に関する安全の確保、公害の防止その他の環境の保全
及び燃料資源の有効な利用の確保を図ることを目的としている。

その業務内容に鑑みれば、Ⅰ-1-①に示された役員報酬水準の考え方は国家公務
員の給与及び民間企業の報酬基準を踏まえて定められており、適当である。

また、Ⅰ-2の報酬実績は報酬水準の設定の考え方に即しており、法人の検証結果
は適当である。



４　役員の退職手当の支給状況（平成29年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

4,270 4 0 H28.6.30 1.0 ※

千円 年 月

6,458 5 6 H28.9.30 1.1 ※

千円 年 月

1,842 2 0 H28.6.30 1.0 ※

注１：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注２：理事A、理事B、監事Aについては、既に仮の業績勘案率により算出した支給額

（理事A 4,270千円、理事B 5,871千円、監事A 1,842千円：平成28年度）を当該役員に対して
仮支給していたが、当該役員が在職した期間の業績勘案率が決定したことにより確定した
退職手当の総額である。

理事A
（旧自動車検

査法人）

監事A
（旧自動車検

査法人）

法人での在職期間

理事B
（旧交通安全
環境研究所）

法人の長A

２０歳 ５６歳２８歳 ６０歳…………………………………………………… （国）（平均）（第１分位）（平均）（第３分位）２人 ５人 １１人 ９人 (人)



５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人の長A

「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて」（平成27年5月25日総務大臣決定）に基づき、業績勘

案率は、在職期間における個別評価項目の評価を点数化し、法人の業績と個人的な業績を踏まえて、「1.0」と決定した。

これらのことから、業績勘案率が決定したことにより確定した退職手当の水準は妥当であると判断している。

「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて」（平成27年5月25日総務大臣決定）に基づき、業績勘

案率は、在職期間における個別評価項目の評価を点数化し、法人の業績と個人的な業績を踏まえて、「1.1」と決定した。

これらのことから、業績勘案率が決定したことにより確定した退職手当の水準は妥当であると判断している。

監事A
（旧自動車検

査法人）

理事B
（旧交通安全
環境研究所）

「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールについて」（平成27年5月25日総務大臣決定）に基づき、業績勘

案率は、在職期間における個別評価項目の評価を点数化し、法人の業績と個人的な業績を踏まえて、「1.0」と決定した。

これらのことから、業績勘案率が決定したことにより確定した退職手当の水準は妥当であると判断している。

理事A
（旧自動車検

査法人）

該当者なし

判断理由

勤勉手当の額は、基礎額に、その者の勤務実績に応じ、理事長が定める割合を乗じ、かつ、在職
期間に応じた割合を乗じて得た額としており、今後も引き続き実施していく。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成29年度における主な改定内容

２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

671 36.7 5,725 4,294 148 1,431
人 歳 千円 千円 千円 千円

647 36.3 5,597 4,200 149 1,397
人 歳 千円 千円 千円 千円

24 47.5 9,176 6,821 140 2,355

人 歳 千円 千円 千円 千円

2 - - - - -
人 歳 千円 千円 千円 千円

2 - - - - -

人 歳 千円 千円 千円 千円

72 51.6 3,778 3,167 134 611
人 歳 千円 千円 千円 千円

65 51.4 3,754 3,128 129 626
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 52.8 3,998 3,533 184 465

注：常勤職員については、在外職員及び任期付職員を除く。

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

区分

非常勤職員

事務・技術

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

常勤職員

うち賞与平均年齢

事務・技術

研究職種

うち所定内
平成29年度の年間給与額（平均）

総額
人員

研究職種

再任用職員

研究職種

注１：再任用職員は2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、平均年齢及び年
間給与額については記載していない。

昇給、勤勉手当の支給に際して、職員の勤務実績を考慮することとしており、研究職員について
は、前年度の業務実績評価結果に基づき、実績手当を支給することとしている。

独立行政法人自動車技術総合機構職員給与規程に則り、俸給及び諸手当（扶養手当、地域手
当、広域異動手当、管理職手当、本部業務調整手当、研究業務調整手当、住居手当、通勤手当、
特殊勤務手当、特地勤務手当、宿日直手当、寒冷地手当、単身赴任手当、超過勤務手当、管理職
特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、研究実績手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当）に管理
加算額及び職務加算額を加算し、６月に支給する場合においては、100分の122.5、12月に支給す
る場合においては、100分の137.5を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在
職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基準額（俸給＋地域手当＋広域異動手当）に管理加算額及び
職務加算額を加算し、基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗
じ、別に定める勤務成績に応じた割合を乗じて得た額としている。

なお、平成29年度では、一般職の職員の給与に関する法律の一部改正等を踏まえ、①俸給表を
平均0.2%引き上げ、②本部業務調整手当の額の引上げ、③勤勉手当の支給率について0.1月分の
引き上げを実施した。

当法人は、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適合性審査に係る確
認調査等の業務を行うほか、自動車の設計から使用段階までを総合的に対応することによるシナ
ジー効果の創出を通じ、自動車等の陸上交通に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全を
図るとともに、国が行う自動車等の基準策定に係る研究及び国際標準化業務の支援等を行ってい
る。その業務内容が国の検査・登録業務と密接に関連していること及び業務内容の公共性の高さ
に鑑み、職員給与水準について独立行政法人通則法第50条の10第３項の規定の趣旨を踏まえ、
当法人の業務実績を考慮し、国家公務員の給与水準を参考とした。

・国家公務員・・・平成29年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額は
411,350円、平均年間給与は6,759,000円となっている。



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。
注：年齢28-31歳、32-35歳、40-43歳、56-59歳の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
があることから、平均給与額については表示していない。
注：年齢36-39歳、44-47歳、48-51歳の該当者は４名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること
から、第１四分位、第３四分位については表示していない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職
員を除く。以下、④まで同じ。〕



③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

4 51.8 11,745

7 51.4 9,644

10 46.4 8,063

20 35.5 5,606

8 39.9 5,661

159 25.6 3,512

7 57.6 9,664

73 53.2 8,456

117 43.4 6,572

204 32.0 4,581

1 -

3 52.5 8,638

30 37.3 5,624

4 28.3 4,174

（研究職員）

平均
人 歳 千円

13 49.4 8,870

5 35.3 6,241

2 - -

4 54.0 11,102

-

8,523～4,349

平均年齢人員

地方係員

自動車認証審査官

自動車検査官 6,063～3,458

注１：主幹研究員の該当者は2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることか
ら、平均年齢及び年間給与額については記載していない。

本部研究員

主幹研究員 -

6,752～5,493

-

5,562～2,567

千円

地方係長

分布状況を示すグループ 人員

年間給与額

-

最高～最低

本部課長 10,982～7,197

本部課長補佐 9,315～7,002

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

分布状況を示すグループ

千円

上席・主席自動車検査官

地方機関部長

地方機関所長・課長

13,047～8,497

9,721～7,277

7,958～4,947

本部部長

7,223～4,857

本部係長 7,486～4,700

自動車認証審査官補

注２：本部部長、先任自動車認証審査官、自動車認証審査官補の該当者は4名以下のため、年間給与
額の最高～最低は記載していない。

9,403～7,631

審議役 -

先任自動車認証審査官

平均年齢

上席研究員 -

注２：上席研究員の該当者は4名以下のため、年間給与額の最高～最低は記載していない。

注１：審議役の該当者は2名以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあることから、
平均年齢及び年間給与額については記載していない。

本部主任研究員

年間給与額

最高～最低



④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

57.4 60.3 58.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.6 39.7 41.1

％ ％ ％

         最高～最低 56.3～28.8 52.7～36.1 53.1～34.1

％ ％ ％

58.4 61.5 60.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 41.6 38.5 40.0

％ ％ ％

         最高～最低 47.0～32.7 43.3～35.6 45.1～35.7

（研究職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.1 57.0 55.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 45.9 43.0 44.4

％ ％ ％

         最高～最低 50.3～39.7 46.9～36.3 48.5～38.0

％ ％ ％

60.8 63.6 62.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 39.2 36.4 37.8

％ ％ ％

         最高～最低 40.1～38.3 37.4～35.6 38.7～36.9

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

賞与（平成29年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分

一律支給分（期末相当）

一般
職員

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

管理
職員

２人 ５人 ９人



３　給与水準の妥当性の検証等

○事務・技術職員

引き続き、国に準じて適正な給与水準の維持が図られるよう取り組む。

（主務大臣の検証結果）
　当該法人の事務・技術職員は、自動車が道路運送車両法第46条に規定
する保安基準に適合するかどうかの審査を行うことにより、自動車の運送等
に関する安全の確保、公害の防止その他の環境の保全を図ることを目的とし
ている。
　その業務内容に鑑みれば、Ⅱ-1-①に示された給与水準の考え方は国家
公務員の給与水準を踏まえて定められており、適当である。
　また、Ⅱ-2の給与実績は給与水準の設定の考え方に即しており、法人の
検証結果は妥当である。 "

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１０４．４

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　９９．３

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１００．７
・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０３．６

項目

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合】 42.3％
（国からの財政支出額　7,029百万円、支出予算の総額16,602百万円：平成
29年度予算）
【累積欠損額】　0円（平成28年度決算）
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合】　36.1％
（支出総額　16,627百万円、給与・報酬等支給総額　6,001百万円：平成28
年度決算）
【管理職の割合】　13.6％（常勤職員数938名中128名）(平成30年3月現在）
【大卒以上の高学歴者の割合】　35.4％（常勤職員数938名中332名）（平成
30年3月現在）

【検証結果】
（法人の検証結果）
当法人は、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適
合性審査に係る確認調査等の業務を行うほか、自動車の設計から使用段階
までを総合的に対応することによるシナジー効果の創出を通じ、自動車等の
陸上交通に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全を図るとともに、国
が行う自動車等の基準策定に係る研究及び国際標準化業務の支援等を
行っている。その報酬水準についてはⅡ-１-①で記載したとおり、国家公務
員の給与水準を考慮しているが、２の結果は①の考え方を踏まえて国家公
務員の給与水準に則した給与実績となっており妥当である。

当法人の俸給、諸手当等の給与体系は国家公務員と同等である。
地域・学歴を勘案した場合に国の水準と誤差が生じる要因としては、人事異
動による異動保障（地域手当）の支給額が多かったことによるものである。
　　【異動保障受給者の割合】　　　　　（国）14.4％　　　 　　（法人）30.2％

　給与水準の妥当性の
　検証



○研究職員

引き続き、国に準じて適正な給与水準の維持が図られるよう取り組む。

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

・年齢・地域勘案　　　　　　　　９６．１
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　９７．８

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合】　42.3％
（国からの財政支出額　7,029百万円、支出予算の総額16,602百万円：平成
29年度予算）
【累積欠損額】　0円（平成28年度決算）
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合】　36.1％
（支出総額　16,627百万円、給与・報酬等支給総額　6,001百万円：平成28
年度決算）
【管理職の割合】　18.2％（常勤職員数33名中6名）(平成30年3月現在）
【大卒以上の高学歴者の割合】　97.0％（常勤職員数33名中32名）（平成30
年3月現在）

【検証結果】
（法人の検証結果）
当法人は、自動車の保安基準適合審査、リコール技術検証、登録基準の適
合性審査に係る確認調査等の業務を行うほか、自動車の設計から使用段階
までを総合的に対応することによるシナジー効果の創出を通じ、自動車等の
陸上交通に係る国民の安全・安心の確保及び環境の保全を図るとともに、国
が行う自動車等の基準策定に係る研究及び国際標準化業務の支援等を
行っている。その報酬水準についてはⅡ-１-①で記載したとおり、国家公務
員の給与水準を考慮しているが、２の結果は①の考え方を踏まえて国家公
務員の給与水準に則した給与実績となっており妥当である。

・年齢・地域・学歴勘案　　 　　９６．９

内容

（主務大臣の検証結果）
　当該法人の研究職員の業務目的は、運輸技術のうち陸上運送及び航空
運送に係るものに関する試験、調査、研究及び開発等を行うことにより、陸上
運送及び航空運送に関する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効
な利用の確保を図ることである。
　その業務内容に鑑みれば、Ⅱ-１-①に示された給与水準の設定の考え方
は、国家公務員の水準を踏まえて定められており、適当である。
　また、Ⅱ-２の給与実績は給与水準の設定の考え方に則しており、法人の
検証結果は適当である。

項目

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　９６．８

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

－

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置

昇給、勤勉手当の支給に際して、職員の勤務実績を考慮することとしており、引
き続き実施していく。

・27歳（大卒）
月額 248,332円 年間給与額 4,230,539円
・35歳（本部係長、子１人）
月額 452,062円 年間給与額 6,558,376円
・45歳（本部課長補佐 配偶者・子4人）
月額 829,016円 年間給与額 11,053,856円



Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度

千円 千円

(A)
千円 千円

(Ｂ)
千円 千円

(Ｃ)
千円 千円

(D)
千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

福利厚生費
995,012

6,040,447

1,014,150

非常勤役職員等給与
951,664

退職手当支給額
264,726

注：本法人は平成28年4月1日に旧自動車検査法人と旧交通安全環境研究所とが統合し設立さ
れたことから、平成28年度以降を記載している

最広義人件費
8,086,9478,212,838

926,059

106,291

区　　分

１）給与、報酬等支給総額の対前年度比　0.7％
２）最広義人件費の対前年度比　△1.5％
３）「公務員の給与改定に関する取扱いについて」(平成29年11月17日閣議決定）に基づき、平成30年4月
1日から以下の措置を講ずることとした。
　役職員の退職手当について、調整率を100分の83.7に引下げた。
　なお、労働組合と協議した結果、措置の開始時期は国家公務員に係る措置時期（平成30年1月1日）と異
なる扱いとした。

給与、報酬等支給総額
6,001,436

特になし。


